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１ はじめに 

三重県は、自然環境に対する県民意識の高まりを受け、ため池整備を手始めに、生物多

様性保全のための調査方法や事業制度を整備してきた。具体的には、平成１３年７月に『た

め池整備工事に係る希尐生物等保全対策指針』を策定し、生態系調査や保全対策工事を実

施している。 

なかでも、「環境アドバイザー協議会」（正式名称：農業農村整事業環境アドバイザー協

議会）は、本県の生物多様性保全の取組みのコア組織であり、農業農村整備事業全般にお

ける多様な取組に対して専門的な指導・助言を行っている。また、環境アドバイザー協議

会の会議（報告会）は、毎年度末に公開で開催されており、直接携わった関係者のみなら

ず、今後対応が必要な現場を抱えている関係者にとっても格好の学習の場となっている。  

以下に、この歩みと成果を報告する。 

 

２ 体制と取り組み 

環境アドバイザー協議会の目的は、『ため池整備工事に係る希尐生物等保全対策指針』

に基づき実施する自然生態系の調査及び保全対策の要否や、県が農業農村整備事業の実施

にあたり取り組むべき自然生態系保全対策工法に関して意見聴取を行うことである。その

構成員は、大学の研究者、高校の生物教諭等の６名（植物、地質、昆虫、魚類、爬虫類の

専門家）となっている。 

構成員等は、県が行う事業着手前地区の現地概略調査（春、夏、秋の年３回）や、調査

によって希尐生物が発見された場合の保全対策に対して指導・助言を行う。 

県は、そのアドバイスを基に概略の対策工法や保全計画を検討し、毎年度末に開催され

る環境アドバイザー協議会の報告会で発表して構成員等に意見を求める。報告会は、県民

やマスコミ等にも呼びかけた公開の場となっており、これらの報告について討論を行い、

再調査や調査範囲の拡大及び、保全対策工法の変更を行うこともある。その後、構成員等

の意見を基に詳細設計を行い、保全対策工事を実施している。また、一部の地区では、事

業完了後も必要に応じて助言を受け、保全活動を継続している。開催頻度は、概ね年に１

回でこれまでに１１回開催されており、審議した延べ地区数は約１００地区となっている。 
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３ 成果と課題 

環境アドバイザー協議会の成果としては、次の点がある。 

・専門家である構成員等からアドバイスを受けることによって適切な保全対策が可能とな

るとともに、工事前後を比較した希尐種の存在確認ができる。 

・報告会を公開で開催することにより、希尐種保全の意識が高まってきている。 

一方、課題として次の点が判ってきた。 

・保全対策の取組が、事例としてストックされていない。 

・保全対策工事の成果を、十分に把握できていない箇所が有る。また把握できていても、

構成員や農業農村整備関係者には伝わっていない。 

・事業完了後の保全活動を考えると、事業着手前の現地概略調査から、地元住民や地元小

学生に参加してもらうことが重要である。 

環境アドバイザー協議会の報告会開催状況 

年度 開催日 地区数 工種別地区数 

H13 

 H13 

H14 

 

H15 

H16 

H17 

 

H18 

H19 

H20 

H21 

H13.7.31 

H14.3.19 

H14.9.24 

H15.3.7 

H16.3.8 

H17.3.18 

H18.3.9 

 

H19.3.9 

H20.5.30 

H21.3.5 

H22.6.2 

  ３ 

１０ 

１０ 

１１ 

１４ 

１０ 

１２ 

 

 ８ 

 ７ 

 ５ 

 ６ 

ため池１、ほ場整備２ 

ため池８、ほ場整備２ 

ため池７、ほ場整備２、中山間整備１ 

ため池８、ほ場整備２、中山間整備１ 

ため池１１、ほ場整備２、中山間整備１ 

ため池６、ほ場整備２、中山間整備２ 

ため池７、ほ場整備２、中山間整備１、排水路整備１ 

河川応急対策１ 

ため池４、ほ場整備２、中山間整備１、河川応急対策１ 

ため池３、ほ場整備２、中山間整備１、排水路整備１ 

ため池２、ほ場整備２、排水路整備１ 

ため池３、ほ場整備２、中山間整備１ 

 

計 

 延べ 

地区数 

９６ 

延べ地区数 

ため池６０、ほ場整備２２、中山間整備９、排水路整備３ 

河川応急対策２ 

４ 今後の展開 

上記課題を解決するために『ため池整備工事に係る希尐生物等保全対策指針』を拡充し、

『農業農村整備工事に係る希尐生物等保全対策指針』を平成２２年４月に策定した。 

この中では、次の事項を新たに定め、今後の生物多様性保全を充実させていくこととし

ている。 

・ 保全対策工事を行った地区については、原則、事業完了後２年目に「事後調査」を実

施し成果を検証する。また、地区毎に、現地概略調査の結果、保全対策工法の内容、

事後調査の結果、委員からの意見を整理し、事例集として積み重ねていく。 

・ 事業着手前の現地概略調査から、地元住民や地元小学生に広く参加を呼びかける。 

なお、詳しい資料が残っている１０地区については、平成２１年度に「環境アドバイザ

ー協議会事例集」として取組を集約しており、今後の事業実施に役立てることとしている。 


